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平成17年 11月11日 

６．平成 18 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要 
上 場 会 社 名  株式会社 岡村製作所    上場取引所 東 大 
コ ー ド 番 号  ７９９４      本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.okamura.co.jp/ ）    神奈川県 

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 久松 一良 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長  氏名 佐藤  潔  TEL(045)319－3445 
中間決算取締役会開催日  平成１７年１１月１１日     中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日    平成１７年１２月 ９日     単元株制度の採用の有無 有（１単元 1,000株） 

 
１． １７年９月中間期の業績(平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日) 

(1) 経営成績                     (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 

 17年9月中間期 ９５,４２６ （   1.2） ３,１３５ (△16.5) ３,５５７ (△11.2) 
 16年9月中間期 ９４,３１５ （  10.4） ３,７５４ (  78.6) ４,００５ (  70.9) 
 17年3月期 １９４,３９１ （   7.5） ７,５５９ (  32.6) ８,０１２ (  32.8) 

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円  銭 
 17年9月中間期 ２,１４６ (△11.5) １９  １３ 
 16年9月中間期 ２,４２５ (  75.5) ２１  ６１ 
 17年3月期 ４,６６６ ( 36.2) ４１  ５８ 

 

(注)①期中平均株式数17年9月中間期  112,192,771株   16年9月中間期  112,254,246株 
  17年3月期      112,238,216株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
 

 円  銭 円  銭 
 17年9月中間期 ５ ００ ――――― 
 16年9月中間期 ３ ７５ ――――― 

 

 17年3月期 ――――― １０ ００  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％  円  銭 
 17年9月中間期 １５４,８６６ ６２,８８６ ４０.６ ５６０ ５９ 
 16年9月中間期 １４４,９３１ ５５,２３０ ３８.１ ４９２ ０４ 
 17年3月期 １５７,１１２ ５８,０３９ ３６.９ ５１７ ２７ 
(注)①期末発行済株式数   17年9月中間期 112,180,584株   16年9月中間期 112,247,488株   17年3月期 112,202,594株 
  ②期末自己株式数     17年9月中間期     210,946株   16年9月中間期     144,042株   17年3月期     188,936株 
 
２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 
通 期 ２０３,５００ ９,８００ ６,９００ ５ ００ １０ ００ 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  61円 51銭 

※上記の予想につきましては、発表日現在の見通しに基づくものであり、今後の不確定な要因により実際の業績が予想数値と異なる
場合があります。 



 

 

- 2 - 

７．個別中間財務諸表等 

１．中間貸借対照表 

（単位：百万円） 
前 中 間 期 

(平成 16年9月30日現在) 
当 中 間 期 

(平成 17年9月30日現在) 
前 期 

(平成 17年3月31日現在) 
        期   別  

 
 

科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  (%)  (%)  (%) 

（ 資 産 の 部 ）       

Ⅰ．流 動 資 産       

現 金 お よ び 預 金 １６,０１９  １５,８９２  １５,０２４  

受 取 手 形 １０,００１  ８,６７３  １０,１５０  

売 掛 金 ３６,８９１  ３６,９８６  ４５,０５９  

有 価 証 券 １２１  １２１  １２１  

た な 卸 資 産 ９,７７２  １３,４３１  １２,０２５  

繰 延 税 金 資 産 ９４７  ８８３  １,３３６  

未 収 入 金 ３６９  ５１０  ５１１  

そ の 他 １,４５６  １,２５６  １,７１３  

貸 倒 引 当 金 △３１６  △１９８  △３５６  

流 動 資 産 合 計 ７５,２６４ 51.9 ７７,５５６ 50.1 ８５,５８６ 54.5 

       

Ⅱ.固 定 資 産       

１．有形固定資産       

建 物 １２,８２４  １１,９４９  １２,３８１  

機 械 お よ び 装 置 ６,１３５  ６,６５４  ６,６５４  

土 地 ２０,７３８  ２０,７１４  ２０,７１２  

建 設 仮 勘 定 ２２３  １７０  ６１  

そ の 他 ２,７２９  ２,７９９  ２,９００  

有 形 固 定 資 産 合 計 ４２,６５１ 29.4 ４２,２８８ 27.3 ４２,７１０ 27.2 

       

２．無形固定資産 １,７２８ 1.2 ２,４１７ 1.6 ２,００９ 1.3 

       

３．投資その他の資産       

投 資 有 価 証 券 ２０,０５５  ２７,３０１  ２１,６７７  

繰 延 税 金 資 産 ８７  －   －  

そ の 他 ５,３２５  ５,４６４  ５,２９９  

貸 倒 引 当 金 △１８１  △１６１  △１７０  

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ２５,２８７ 17.5 ３２,６０４ 21.0 ２６,８０６ 17.0 

固 定 資 産 合 計 ６９,６６７ 48.1 ７７,３０９ 49.9 ７１,５２６ 45.5 

       

資 産 の 部 合 計 １４４,９３１ 100.0 １５４,８６６ 100.0 １５７,１１２ 100.0 
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（単位：百万円） 
前 中 間 期 

(平成 16年9月30日現在) 
当 中 間 期 

(平成 17年9月30日現在) 
前 期 

(平成 17年3月31日現在) 
        期   別  

 
 

科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  (%)  (%)  (%) 

（ 負 債 の 部 ）       

Ⅰ.流 動 負 債       

支 払 手 形 １４,４６６  １５,０４３  １６,１５８  

買 掛 金 ２６,７１３  ２７,８８１  ３２,６６９  

短 期 借 入 金 １３,１００  １１,５００  １６,４００  

一年内返済予定長期借入金 １,０２０  ４,４１０  ３,９４０  

一 年 内 償 還 予 定 社 債 ５,０００  －  －  

未 払 法 人 税 等 １,７０５  １,０３０  １,９６０  

賞 与 引 当 金 １,４９８  １,４９４  ２,１９８  

そ の 他 １,８２３  １,７８６  ２,４３４  

流 動 負 債 合 計 ６５,３２６ 45.1 ６３,１４６ 40.8 ７５,７６１ 48.2 

       

Ⅱ．固 定 負 債       

社 債 ５,０００  １０,０００  ５,０００  

長 期 借 入 金 ５,８２０  ３,２１０  ４,１４０  

繰 延 税 金 負 債 －  ３,０３２  ３２９  

退 職 給 付 引 当 金 １１,３８６  １０,３４７  １１,６１８  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ３９２  ４１１  ４２４  

長 期 預 り 金 １,７７５  １,８３１  １,７９９  

固 定 負 債 合 計 ２４,３７５ 16.8 ２８,８３３ 18.6 ２３,３１２ 14.9 

       

負 債 の 部 合 計 ８９,７０１ 61.9 ９１,９７９ 59.4 ９９,０７３ 63.1 

       

（ 資 本 の 部 ）       

Ⅰ．資  本  金 １８,６７０ 12.9 １８,６７０ 12.1 １８,６７０ 11.9 

Ⅱ．資 本 剰 余 金       

資 本 準 備 金 １６,７５９  １６,７５９  １６,７５９  

資 本 剰 余 金 合 計 １６,７５９ 11.6 １６,７５９ 10.8 １６,７５９ 10.7 

Ⅲ．利 益 剰 余 金       

利 益 準 備 金 １,８７４  １,８７４  １,８７４  

任 意 積 立 金 ９,７２７  ９,６１４  ９,７２７  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ５,４９５  ８,８７３  ７,３１５  

利 益 剰 余 金 合 計 １７,０９６ 11.8 ２０,３６２ 13.1 １８,９１６ 12.0 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 ２,７８１ 1.9 ７,２３０ 4.7 ３,８０９ 2.4 

Ⅴ．自 己 株 式 △７８ △0.1 △１３６ △0.1 △１１７ △0.1 

       

資 本 の 部 合 計 ５５,２３０ 38.1 ６２,８８６ 40.6 ５８,０３９ 36.9 

負債および資本の部合計 １４４,９３１ 100.0 １５４,８６６ 100.0 １５７,１１２ 100.0 
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２．中間損益計算書 

(単位：百万円) 
前 中 間 期 
自 平成 16年4月 1日 
至 平成 16年9月30日 

当 中 間 期 
自 平成 17年4月 1日  
至 平成 17年9月30日 

前 期 
自 平成 16年4月 1日  
 至 平成17年3月31日 

期    別  
 
 

 科    目 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 

  (%)  (%)  (%) 

Ⅰ．売 上 高 ９４,３１５ 100.0 ９５,４２６ 100.0 １９４,３９１ 100.0 

Ⅱ．売 上 原 価 ６８,６０９ 72.7 ６９,４３０ 72.8 １４１,６３６ 72.9 

売 上 総 利 益 ２５,７０５ 27.3 ２５,９９６ 27.2 ５２,７５５ 27.1 

       

Ⅲ．販売費および一般管理費 ２１,９５０ 23.3 ２２,８６０ 23.9 ４５,１９５ 23.2 

営 業 利 益 ３,７５４ 4.0 ３,１３５ 3.3 ７,５５９ 3.9 

       

Ⅳ．営 業 外 収 益 ６１５ 0.6 ６８６ 0.7 １,０７０ 0.5 

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 ２００  ２３５  ２４６  

そ の 他 ４１４  ４５１  ８２４  

Ⅴ．営 業 外 費 用 ３６５ 0.4 ２６４ 0.3 ６１７ 0.3 

支 払 利 息 ２４７  １７８  ４４２  

そ の 他 １１７  ８６  １７５  

経 常 利 益 ４,００５ 4.2 ３,５５７ 3.7 ８,０１２ 4.1 

       

Ⅵ．特 別 利 益 １４５ 0.2 ２４６ 0.3 ２６６ 0.1 

固 定 資 産 売 却 益 －  －  ２９  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 １４５  ８１  ２３６  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 －  １６５  －  

Ⅶ．特 別 損 失 １２６ 0.1 １０９ 0.1 ３１０ 0.1 

固 定 資 産 除 却 損 ８４  ４４  ２４２  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 －  ５  ０  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 －  ４７      ３３  

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ２３  １１  １６  

減 損 損 失 １８  －  １８  

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４,０２４ 4.3 ３,６９４ 3.9 ７,９６９ 4.1 

       

法 人 税 ､ 住 民 税 お よ び 事 業税 １,３５０ 1.4 ７４０ 0.8 ３,７３０ 1.9 

法 人 税 等 調 整 額 ２４９ 0.3 ８０８ 0.9 △４２７   △0.2 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ２,４２５ 2.6 ２,１４６ 2.2  ４,６６６ 2.4 

       

前 期 繰 越 利 益 ３,０６９  ６,７２６  ３,０６９  

中 間 配 当 額 －  －  ４２０  

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 ５,４９５  ８,８７３  ７,３１５  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準および評価方法 

（１）有価証券 

① 子会社株式および関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブ 

時価法 

 

（３）たな卸資産 

移動平均法による原価法 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年 4月1 日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法によっております。 

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

（２）無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっており

ます。 

 

３． 繰延資産の処理方法 

社債発行費は社債発行時に、全額費用として処理しております。 

 

４． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

① 一般債権 

貸倒実績率法によっております。 

② 貸倒懸念債権および破産更生債権等 

財務内容評価法によっております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、当中間期に負担すべき金額を引当計上しており、その計上基準は支給

見込額の当中間期対応負担額であります。 
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（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間期末に

おいて発生していると認められる額を計上しております。過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（14年および15年）による按分額を発生した期より費用処理しております。数理計

算上の差異については、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年および15年）による

按分額を発生の翌期より費用処理しております。 

 

（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

５． リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

（１）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。また、為替予約が

付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行っております。 

 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段      ヘッジ対象 

金利スワップ取引   借入金利息  （金利相場の変動により損失発生のリスクがあり、結果としてキャッシュ・

フローが変動するもの） 

為替予約取引     外貨建金銭債権（為替相場の変動により損失発生のリスクがあり、結果としてキャッシュ・

フローが変動するもの） 
 
（３）ヘッジ方針 
金利関連のデリバティブ取引については、金利変動リスクの回避もしくは金利の軽減という目的を達成する範囲で行
う方針であり、投機目的の取引およびレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。 
通貨関連におけるデリバティブ取引については、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避するためのものであるた
め、外貨建資産および負債ならびに取引の成約高の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わ
ない方針であります。 

 
（４）ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、その想定元本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日等）および契約期間が
ヘッジ対象と同一であるため、特例処理を採用しております。したがって当該取引について、有効性評価のため
の事後テストは実施しておりません。また、為替予約取引については、為替予約の締結時にリスク管理方針に従
って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動によ
る相関関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略しております。 

 
（５）その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 
ヘッジ対象である社債の発行、多額の借入金等は、取締役会の決議事項でありますので、それにともなうヘッジ手段
たる通貨スワップや金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で決定し、ヘッジ指定することとなります。なお、
通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行および管理は、「社内管理規定」に従い、経理部が行っております。 

 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 

（中間貸借対照表関係） 
 
 （前中間期） （当中間期） （前 期） 

１．有形固定資産減価償却累計額 
 

６３,１９９ 百万円 ６４,９２９ 百万円 ６３,７２４ 百万円 

２．担保に供している資産 
 

１５,６９４ 百万円 １０,５７５ 百万円 １０,７１３ 百万円 

３．商法施行規則第124 条第3号に規定する資産に時価を付したことにより増加した純資産額 
 ２,７８１ 百万円 ７,２３０ 百万円 ３,８０９ 百万円 
 
 

（中間損益計算書関係） 

 （前中間期） （当中間期） （前 期） 

１． 減価償却実施額 １,６２９ 百万円 １,７３７ 百万円 ３,５１５ 百万円 
 
 

（リース取引関係） 

所有権移転外のファイナンス・リース取引 
       

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末(期末)残高相当額 
 （前中間期） （当中間期） （前 期） 

取得価額相当額 １,７３８ 百万円 １,７１５ 百万円 １,７８０ 百万円 

減価償却累計額相当額 １,２６５ 百万円 １,３６１ 百万円 １,３７８ 百万円 

中間期末(期末)残高相当額 ４７２ 百万円 ３５４ 百万円 ４０１ 百万円 
       

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 
１ 年 内 ３３８ 百万円 ３３８ 百万円 ３４３ 百万円 
１ 年 超 ５７１ 百万円 ３９２ 百万円 ４８７ 百万円 

合 計 ９０９ 百万円 ７３１ 百万円 ８３０ 百万円 
       

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 
支払リース料 ２５７ 百万円 ２０２ 百万円 ４６１ 百万円 
減価償却費相当額 １６３ 百万円 １３４ 百万円 ３３９ 百万円 

支払利息相当額 ２２ 百万円 １６ 百万円 ４２ 百万円 

 

４．減価償却費相当額および支払利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を１０％として定率法により求めた償却費

に１０／９を乗ずる方法によっております。 

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。 

 

 

（有価証券関係） 

当中間期、前中間期および前期のいずれにおいても子会社および関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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 (重要な後発事象） 

厚生年金基金の代行返上 
当社の加入する岡村製作所厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行にともない、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成16 年8月27日厚生労働大臣より将来分支給義務免除の認可を受け、また平成17年10 月1日に過去

分返上の認可を受けました。 

これにより、当事業年度の損益に与える影響額は、特別利益として2,627百万円の見込みであります。 


